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第1は じめに

本 準備書面 にお いては，原告 ら提出の準備書面 （34） （放射線被 ば くに対

す る不安 の合理 性），準備書面 （41） ，準備書面 （42） （除染 が不十分で

あることについて），準備書面 （43） （原告 らの合理 的不安 の根Ptf一 ヨウ素

被 ぼ く及び 甲状腺がん） （以下，それぞれ 「原告 ら準備書面 （34） 」， 「原

告 ら準備書面 （41） 」， 「原告 ら準備書面 （42） 」， 「原告 ら準備 書面 （4

3＞ 」 とい う。 ）にお ける原告 らの主張に対 して，必要な範囲で反論するもの

である。

なお，被告東京電力提出の答弁書及び準備書面において定義 された文言にっ

いては，特に断 りのない限 り，本準備書面においても，同様の意味を有するも

のとす る。

＜

第2原 告 ら準備書 面 （34） に対す る反論

1「 第2不 安 に関す る住民 の意識J（ 原告 ら準備書面 （34）2頁 ） について

原告 らは，アンケー ト報告書 （甲Al48） の結果 を引用 しっつ，2014

年1月 に実施 された他 のアンケー ト調査結果 （甲A159） と整合す る と指摘

し，いわき市 の半数近い住民が低線量被ぱ くに対する不安を抱いているなどと

主張する。

しかしなが ら，原告 らが引用す るアンケー ト調査結果 （甲A159） をみ る

と，いわ き市 民の うち， 「放射能の健康影響への不安がある」 とい う質問にっ

いて， 「あてはまる」 と回答 したのは回答者全体の うち20．7パ ーセ ン ト，

「やや あてはま る」 と回答 したのは回答者全体のうち26．0パ ーセ ン トであ

るのに対 し， 「あて はまらない」 と回答 したのは回答者全体の うち23．7パ

ーセ ン ト， 「やや あて はま らない」 と回答 したのは回答者全体のうち29．6
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パーセン トと （同295頁 ）， 回答者 の うち53 ．3パ ーセ ン トが， 「放射』能

の健 康影響への不安がある」とは回答 しておらず，半数 を超えるいわき市民が，

放射能の健康影響に対する不安があるとの回答を選択 していないことが明らか

になっている。

このように放射線被ばくに対す る不安の感 じ方にっいては大きな個人差があ

ると考えられ，そのような中でも，被告東京電力準備書面 （8） の第6に おい

て述べた とお り，本 件事故後においては，放射線 と健康影響に関する科学的知

見については，福島県内の地元の新聞においても，放射線の健康への影響に関

連す る多数の報道がなされてお り，科学的知見の紹介，科学的知見に基づく冷

静な対応の呼びかけ及び被ぼく線量の実情や専門家の見解等が繰 り返 し報道 さ

れている上，放射線に関する専門機関等からの情報発信 もなされている （乙A

5ユ ない し乙A56， 乙A58の1な い し乙A58の30） 。 そ して，本件事

故後における自主的避難等対象区域内の18歳 未満人口の推移をみても，本件

事故後9割 を超えて大多数の18歳 未満人口は自主的避難を選択していないと

いう実情がある （被告東京電力準備書面 （13） め第6参 照）。

このように専門機関や 自治体などによる科学的知見についての情報提供がな

されていることなどを背景 として，2014年1月 時点において，多 くのいわ

き市 民において本件事故直後には生じたと考えられ る不安についても解消の方

向に向かっていることが窺われ るのであ り，いわき市内における本件事故後の

空間放射線量の状況等に照 らしても，被告東京電力が自主的避難等対象者に対

して賠償す る旨公表 している精神的損害の賠償額は合理的であ り，原告らが指

摘するアンケー ト結果をもって してもJこ れを超 える原告 らの慰 謝料請 求権が

基礎付けられるものではない。

2「 第3

につ い て

低線量被ばくに対する不安」（原告 ら準備書面 （34）3頁 ～20頁 ）
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（1） 「リス ク認知 」に関す る原告 らの主張について

原告 らは，中谷内一也氏の意見書 （甲Al60の1及 び 甲A160の2）J

同人 の証人尋問 の結果 （甲A161） 及び同人 の著書 （甲A71） 等に基づ

いて，一般人は，専 門家と異な り， リスクを客観的にデータに基づいて分析

す るようなことはせず，直感的 ・主観的に受け止めて行動するものであ り，

人に備わっているリスク認知メカニズムであるr経 験 的システ ム （システム

1） 」及び 「分析 的システ ム （システム2） 」 の うち，本件事故直後 の混乱

状態の中では経験的システム （システム1） による判 断が優勢 に働 いた もの

と推測できること，本件事故から5年 以上が経過 した状況において， 「分析

的システム」が優勢に作用 し始 めた としても，当初の リスク認知を強化す る

方向に働 くこと，人がある物事が起こる頻度の推定をす る揚合，実際には低

頻度の事柄を過大視 し，逆に，実際には高頻度の事柄を過小視する傾向 （一

次バイアス）があ り，この傾 向が リスク認知に当てはまること，一般人が リ

スク認知をする際に考慮する要素の うち相互に関連性の高いものをまとめた

のが 「リスク認知あ2因 子モデル」 であ り， 「恐 ろ しき」因子 と 「未知性」

因子があるとされているところ，本件事故による放射線被ぼ くについては，

特殊性があ り，かかる2因 子モデル か らも恐怖感 ・不安感をより強 く生 じや

すいものであること等を指摘 し，本件事故について，一般人 ・通常人が，線

量の高低にかかわらず恐怖心や不安感を抱き続けることは，何 ら不 自然 ・不

合理なことではないと主張する （原告 ら準備書面 （34）3頁 ～9頁 ）。

しか しなが ら，かか る原告 らの主張には，以下で述べるとお り理由がない。

ア リスクの受け止 め ・評価は個々人によって異なること

中谷内氏は，その証人尋問調書において，各種のハザー ドにっいて，こ

れ をどの程度の大きなリスクと捉 えるかとい うのは人 によって異なる （個

人差がある）ことを認 めてお り （甲Al61の30頁 ） ，同氏が述べ る認
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識メカニズムが一般に妥当す るかどうかはそもそも明 らかではなく，結局

は各人の感 じ方によって異なるものであることが明 らかにされている。

＜

イ リスクへの不安についての深い判断や行為決定をする際には 「経験的シ

ステム」だけではなく， 「分析的システム」が働 くこと

中谷内氏は，人に備わっている2つ の思考 システ ムで あるr経 験的 シス

テム」 と 「分析 的システム」については，人がある事象にっいて認識 した

り判断するときには，この2つ のシステム両方 が機能す るが，事象によっ

て2つ の シス テム の うち， いずれ か が優勢 に機能す ることがあるところ

（二重過程理論）， 日常的な判断や行為決定の時に優勢 なのは 「経験的シ

ステム」であ り，一般人が 日常的にリスクを認知するときに主に働 くのは

経験的システムであるとしている （甲A160の1の4～5頁 ， 甲A16

1の9～ ユO頁 ）。

しかしながξ鋼 於 中納 蹴 二般人においても元蜥 鰺 ステ

ム」が備わつてお り，多面的に深い半iJ断をず る際にば分析 的システ ムが優

勢に働 くと述べてお り （甲A161の35～36頁 ） ，また， 中谷 内氏が

経験 的システムが働 くと証言する 「日常的な判断や行為の決定」とは， 日

常 日々直面する，朝起きて どの服を着ていこうとか，昼御飯に何を食べよ

うか といった判断や行為であって，毎 日のように起こるのが 日常的なこと

とはいえない判断や行為はこれに該当 しない とし，「転職するしない とか，

住まいを変える変えない，まずイエス ・ノーで言 うと，毎 日のように起 こ

るのが 日常的なことだ とい うのであれぱ，それはノー， 日常的な判断では

ないとい うことになろうか と思います。」 （甲A161の36～37頁 ）

と述べ ている。

また， 目常的な判断や行為の際に優勢であるのは経験的システムであっ

た としても，行為決定の際には分析的システムが同時に働 くのであ り，こ
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の点について，中谷内氏もこれを認め， 「感情だけで動 く人はあまりいな

いわけで，普通は理性的な論理的な思考 も同時に起 こると思います。」と

証言 している （甲A161の38頁 ）。

この よ うに，本件事故後 における低線量被ばくに対するリスク認知にお

いても，直感的な不安感が生ずるとしても （経験的システム），そのよう

な直感的な 「経験的システム」のみによって不安感 に基づ く行動が定まる

ものではなく， 「感情だけで動 く人はあま りいないわけで，普通は理性的

な論理的な思考 も同時に起 こる」 （甲A161の38頁 ） ことは経験上 も

優 に認 め られ るところである。そして，本件事故後において，従前の住所

地か らの避難や転職などの重大な判断がなされ る際には， 「分析的システ

ム」も機能 して，放射線の影響についての科学的知見等の収集や行政の対

応等の客観的な事情の確認 ・分析を通 じて，そのリスクの程度 ・強度につ

いての分析が行われるのが一般であると考えられるのであり，このように

解することは一般の経験則にも合致 している。

ウ 自主的避難者数の実情からみても 「経験的システム」のみによって行動

が律 されているものではないこと

実際に，本件事故後における自主的避難等対象区域 内の18歳 未満人 口

の推移 をみ て も，本件事故後 においても，数パーセン トの減少が見 られる

にとどま り，9割 を超 えて大 多数 の18歳 未満 人 口は 自主的避難 を選択 し

ていない とい う実情にあり， 「経験的システム」に基づく不安感のみに基

づいて一般的な行動が決定されているものでないこどは客観的に裏付けら

れている （被告東京電力準備書面 （13） の第6参 照）。

エ 「経験的 システム」 に基づ くリスクへの不安が生 じたとしても，そのこ

とは法的権利の侵害 を基礎付ける具体的な危険が生 じていることを意味す
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＜

るものではないこと

また，中谷内氏も， 「分析的システム」を経ないで 「経験的システム」

に主導 される直感的な不安 ・リスク判断が人によってなされ ることをもっ

て，その人について，法的な権利侵害を基礎付ける具体的な危険が生 じて

いると述べるものではなく， 「経験的システム」に基づ くリスク認知が人

によっては成立することをもって，健康に対する具体的危険の存在が基礎

付けられ るとい う趣 旨を述べるものでもないから （中谷内氏は，低線量被

ぱくによる客観的かっ具体的なリスクの程度 がどのようなものであるかに

ついて一切証言 してお らず，また，法的判断は専門外であるとしている。甲

A161の48～49頁 ）， 中谷 内氏の述 べ る 「経験 的システム」 と 「分

析的システム」の二重過程理論は，原告 らの法的な権利侵害を基礎付ける

具体的な危険の存在 を基礎付けるものではない。換言すれば，中谷内氏の

証言内容は， リスク認知の仕方は人によって個人差があ りまちまちである

こ．とを前提 としっっ・心理学的見地か らの リスク認知の成立の仕方の一つ

の概念を叙述 しだとい う’に とどま り，慰謝料請求権に蘭する法的判断に結

びつ くものではなく，原告 らの主張を裏付けるものでもないのである。

オr分 析 的 システ ム」が作用 した場合に， リスク認知を強化す る方向で働

くものではないこと

原告 らは，低線量被ば くについて影響があるとい う情報，影響がない と

い う情報など，様々な情報が存在するので， 「分析的システム」が作用し

ても，リスク認知を強化する方向で働 くと主張する （原告 ら準備書面 （3

4）5頁 ）。

しか しなが ら， これ まで詳述 した とお り，本件事故後においては，放射

線 と健康影響に関する科学的知見は，繰 り返 し情報提供が されていたこと

か ら （被告東京電力準備書面 （8） の第6参 照）， 「分析 的システム」が
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作用 した場合，客観的根拠のある合理的な不安がさらに生 じ得るものでは

な く，科学的知見の提供を受 けることによって通常は不安が減少する方向

に働 くのであって，そのような正 しい知見の提供を受ける以前 と比べて不

安が強化 されるとい うのは経験則に反 している。また，仮に，様々な情報

が存在するなかで， 自己の判断を肯定する情報のみを分析することで リス

ク認知が強化 されるとい うことがあるとしても，当該判断をもって客観的

な根拠 に基づ く危険に対する合理的な不安であるとはい うことができない。

カ 「一一U〈バイアス」に よる不安感 は，法的保護の対象 とはいえないこと

原告 らは，人がある物事が起 こる頻度の推定をす る場合，過大視ない し

過小視をする傾 向 （一次バイアス）があり，この傾向がリスク認知に当て

はまることか ら，一般人は，低線量被ば くの リスクをよ り過大に感 じると

主張する （原告 ら準備書面 （34）5頁 ）。

しか しなが ら，本件事故発 生当初の時期において，特に 自己の置かれて

いる状況を的確に認識でないような情報の混乱時期たおいてぱ，放射線被

ばくに対する恐怖や不安を抱いて 日常生活の相当程度の阻害が生ずること

もやむをえない面があると考えられることから，被告東京電力においては，

中間指針等に基づいて，自主的避難等対象者に対 して精神的損害等の賠償

を行 う旨公表 している。 しかしながら，その後において，自主的避難等対

象区域内の放射線量の状況やその健康影響への リスクの程度等についての

科学的情報が広 く周知 され， 自己の置かれている状況にっいて判断し得る

状況に至った場合 には，自主的避難等対象区域内の空間放射線量について

は健康への影響を及ぼす程度のものでなく，避難をする必要もないことに

ついては住民において も知 りえる状況に至ると評価できるか ら，そのよう

な時点以降にっいては，本件事故の放射線の影響 と相当因果関係のある精

神的損害については，賠償終期を迎えると解することには合理性があるの

10
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である。

また，一般論 としても，内心における物事が起こる頻度の推定について，

過大視ない し過小視す ることがあったとしても，そのような主観的な認識

のありようのみにより法的な慰謝料が基礎付けられるものでないことは明

らかであ り （我々は日常生活において主観的に様々な リスクや危険事象の

発生可能性について推定 した り，主観的な不安を感 じることがあるが，そ

のような心の動きによって慰謝料請求権が基礎付けられ るものでないこと

はい うまでもなく，あくまで客観的な危険が存することを前提 としてこれ

に対する合理的な不安 に基づいて慰謝料請求権の正否が判断されるべきで

ある。），かかる主張によっても原告 らの請求が基礎付けられるものでは

ない。

＜ キ 原告らが挙げる不安の内容は客観的根拠に基づかない漠然とした不安感

を法的保護の対象 として求めているものであること

原告ら注 「未知性」の因子として，放射線は見だり聞こえたりするも

のではない，放射線被ばくの リスクにさらされていても，その影響の有無

を感 じることができない，発がんのような影響は直ちに表れるものではな

い，施設敷地外の一般市民が大気や食品，水道水 中の放射性物質を気にし

なければならない事態は初 めてであるなどの点を挙げているが，これまで

被告東京電力が主張 してきた とお りの低線量放射線被 ば くと健康影響 に

関する科学的知見を踏まえれば，いわき市内の空間放射線量の推移からし

ても，原告 らは客観的 ・具体的な危険にさらされていた とはいえないもの

であ り， このことは科学的知見に基づいて後 日になってであった としても

確認 し得るものであるから，本件事故発生当初の時期に感 じた不安は，客

観的な危険に基づかない，杞憂であったことが判明するとい う構造を有し

て い る 。

11
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したがって，このようないわき市内の実情も踏まえれば，被告東京電力

が公表している自主的避難等対象者に対する精神的損害等の賠償額は合

理的かっ相当であり，これを超える原告らの慰謝料請求権を基礎付けるも

のではない。

（2） リズ ク ・コ ミュニ ケー シ ョン に関 す る原 告 らの主 張 につ い て

〈

ア 科学的知見の提供 ・周知によってもなお不安が解消 されない場合がある

としても，かかる不安は客観的根拠を有す る合理的な不安であるとはいえ

ないこと

原告らは，自治体による住民の放射件被ばくに対する恐怖心 ・不安感を

軽減す る取組みが進展 し，放射線被ばくに対する不安 も一定の解消に向か

っているとの被告東京電力の主張にっいて， リスク ・コミュニケーション

．嬬 の鯨 か『問齢 あると鐡L具 停的繊 科学的知見の提餉

知によって住民がもはや 不安に恵 う必要はない （不安に思 づことに合理推

は見出せない。） とい う考え方を 「欠如モデル」 として，かかる 「欠如モ

デル」では，公衆の恐怖感や不安感は解消 されない と主張す る （原告 ら準

備書面 （34） ．9頁～15頁 ）。

しか しなが ら，一般人 の リスク認知においても客観的な情報が考慮 され

ることは前述のとお りであり，この点は時間が経過す るに伴いより一層妥

当する。そして，被告東京電力準備書面 （8） の第6に お いて も述べた と

お り，本件事故後においては，放射線 と健康影響に関する科学的知見につ

いては，福島県内の地元の新聞においても，放射線の健康への影響 に関連

す る多数の報道がなされてお り，科学的知見の紹介，科学的知見に基づく

冷静な対応の呼びかけ及び被 ばく線量の実情や専門家の見解等が繰 り返

し報道 されている上，放射線に関する専門機関等か らの情報発信 もなされ

12
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〈

ているところである （乙A51な い し乙A56， 乙A58の1な い し乙A

58の30） 。

また，問題 となるのは法 的保護に値する客観的な危険に対する合理的な

不安感 と言い得るか とい う点であ り，客観的根拠に基づかない漠然とした

不安感が法的保護 に値す るものではないことはこれまで詳述 した とお り

である。 この点，中谷内氏も，一般人が低線量被ばくによる健康の影響に

ついて，専門家の専門的な科学的な知見を知 りたいと考えると証言してお

り （甲A161の43頁 ） ，極 めて 自然な証言 である。また，時間の経過

に伴い技術的な内容が徐々に明らかになることにより，一般人の理解が進

む ことは中谷内氏も認めているところである （同42頁 ）。

したがって，本 件事故後 の状況における低線量被ば くとその健康影響に

係 る専門的知見が，このように広 く情報提供 されている中で，その内容で

は公衆の恐怖心や不安感が解消 されないと主張する原告 らの主張は，合理

的なものであるとも，これにより当該原告に具体的な権利の侵害が生じて

いるとも解するととほできない。

イ 地方 自治体や専門機関等か らの適切な情報提供がなされている中でも解

消 されない不安 をもって客観的な根拠に基づ く合理的な不安とはい うこと

ができないこと

また，原告 らは，被告国や被告東京電力に対する信頼が低い として，い

くら科学的な根拠や論理に基づいた情報が提供 された としても，高い信頼

は得 られず，リスク・aミ ュニケー シ ョンは上手 くいか ないと主張する （原

告 ら準備書面 （34）13頁 ～15頁 ）。

しか しなが ら， 中谷 内氏の見解 において も，正確な情報の提供に意義が

あることが否定 されているものではない。中谷内氏は， 自治体による住民

の放射線被ばくに対す る不安感を軽減する取組に対 し， 「実際に自治体は
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す ごく努力を してます し，前面に出て住民の人 とのコミュニケーションと

か説明を頑張ってるとい う人，個人的にも何人 も知ってます。そ うい う人

たちに本当に敬意を表 します。実際に取組 としては進展 してると思いま

す。」 と述べ （甲A161の29頁 ），科学的知見等 を住 民に説明 し，科

学的な観点からの不安を払拭する取 り組みが 自治体によって精力的に行わ

れていること及びそのような取 り組みが有意義であることを明 らかにして

いる。

したがって，そのような自治体等による科学的な情報を伝達する努力に

かかわ らず， これを信用 しないなどの各人の判断の結果 として不安を抱き

続 ける住民がいるとしても，そのような不安をもって，客観的な根拠に基

づ く合理的な不安であるとはいえないのであ り，かかる不安をもって慰謝

料請求権の発生原因たる法的な権利の侵害に当たると評価することはでき

ない。

また，中谷内氏が挙げる福島原発事故に関与 した組織の信頼度（ρ調査に

おいて，調査あ対象となっそいる組織は被告東京電力と原子力安全 ・保安

院であ り，政府の他の機関や放射線 に関する専門機関や大学教授等は対象

となっていない ところ （甲A161の43頁 ，52頁 ） ，環境省や厚生 労

働省 な どの政府機関，または，UNSCEARな ど専門機 関や公益社 団法

人 日本 医学放射線学会や 日本産科婦人科学会等の学会，大学教授，福島県

をはじめとす る各地方 自治体などの低線量被ぼくと健康影響に関する科学

的知見に係 る知見 ・見解等にっいては地元紙を含むマスメディア又はイン

ターネ ットなどの媒体を通 じて，数多 く情報提供がなされている実情にあ

り，これ らの発信主体の信頼性が低い とはい うことはできない。 したがっ

て，このような主体からも多数の情報が提供 されている中で，住民に漠然

とした不安が残 るとしても，かかる不安をもって，法的権利の侵害にあた

る客観的な根拠 に基づ く合理的な不安 とはい うことができない。
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さらに，上記の組織信頼性の調査については関東 と関西の人が回答 して

いるものであ り，福島県の人は回答者になっておらず （甲A161の51

頁） ，また，上記の とお り，原子力安全 ・保安院 と被告東京電力は，低線

量被ばくと健康影響 に関する科学的知見に係る情報の主要な発信主体では

ないことを踏まえても，かかる組織信頼性の調査結果に基づいて，福島県

内における客観的科学的な知見の周知の問題について論ず ること自体が相

当ではない。

＜

ウ アンケー ト調査の回答者において 「不安を感 じない」 「以前 と比べて不

安 に感 じない」 と回答 している者について，不安の解消がなされていない

と断定す ることはできないこと

原告 らは，汚染地域への滞在者に対す るアンケー トにおいて，滞在者の

中に 「不安を感 じない」 「以前 と比べて不安に感 じない」 と回答 している

人がいることについて，中谷内氏の 「認知的な≡貫性の原理」の解釈に基

づき，前記めような回答をしているからといっても必ずしも不安の解消を

意味 しているとは限らないと主張する （原告 ら準備書面 （34）18頁 ）。

しか しなが ら， そ もそ も自主的避難等対象区域内の満2～3歳 児 の母親

又 は保護者 を対象者 とするアンケー ト調査の回答者において 「不安を感 じ

ない」 似 前 と比べて不安に感 じない」 と回答 している者 について，不安

の解消がなされていないなどと断定することはできない。また，中谷内氏

のい う 「認知的な一貫性の原理」が作用 しているか否かを問わず，各種専

門機関等か らの科学的知見の情報提供や食品摂取に係 る政府 の規制等 を

踏 まえて， 「不安 を感 じない」 と回答す るに至っている住民の方の心情に

ついては，そのあるがままの心情として受け止めることが相当である。

そ して，そのような情報提供がなされている下です ら，漠然 とした不安

を抱 く方がいるとしても，かかる不安をもって，客観的な根拠に基づく具
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体的な危険に対する不安であるとはい うことができないことは繰 り返 し

述べた とお りである。

第3原 告 ら準備書面 （41） 及び （42＞ に対す る反論

＜

1原 告 らの不安 に関す る主張 について

原告 らは，精神的損害の根本にあるのは 「不安」であ り，原告 らの不安は，

放射性物質により居住地域が汚染 され，現在 も不安定な本件原発が存在する福

島県浜通 りの地域内に住み続 けざるを得ないことへの 「不安」であって，これ

は一般人 ・通常人であっても当然に持っ，かっ，到底受忍することができない

不安であると主張する （原告 ら準備書面 （41） の2～3頁 ）。

しか しなが ら，本件 訴訟 の原告 らの精神的損害の請求は，原賠法3条 に基づ

いて，本件 事故 による放射線に起因する 「原子力損害」 （核燃料物質の原子核

分裂の過程 の作用又は核燃料物質等の放射線 の作 ＋ しくは4S， 的 （これ

らを摂 取 し，又ほ吸入す ることにより人体に中毒及びその続発症 を及ぼすもの

をい う。）により生 じた損害をい う。原賠法2条2項 ） の賠償 を求め るもので

ある以上，原告 らの法的に保護 された権利利益の侵害の有無及び程度 を判断す

るに当たっては，本件事故によって放出された放射線の作用及び これによる客

観的な健康 リスクの程度を起点 として，原告 らの生命，身体，財産に対 して具

体的にどの程度の危険が生 じていたのかを検討する必要があり，当該放射線の

作用による危険 と原告 らが主張す る損害の間に相当因果関係があるかどうかが

検討 されなければな らない。

この ことは，本件事故による精神的損害が争点 となった東京高等裁判所平成

28年1月13日 判決 （乙C55） において も， 「現在 において，100ミ リ

シーベル ト以下の低線 量被 ば くとがん，白血病等の発症確率の増加 との間の因

果関係 につき生物学的，疫学的な証明はされておらず，低線量被 ばくが健康に
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司

与える影響 は他の発がん要因との区別が困難であるほど小さい とされている」

（10頁 ）， 「具体的危険の存在 を捨象 した不安感も法的保護の対象 となりう

ると解することは，各人が抱いた不安感の うち，客観的根拠 に基づかない漠然

とした不安感 をも法的保護の対象 とすることにな りかねないのであって妥当で

はな」い と判示 されている （7頁 。最高裁 において上告棄却 ，上告受理申立不

受理により確定。 乙C55の1～3） 。

また，本件事故 に よる南相馬市の住民 （旧緊急時避難準備区域）の精神的損

害が争点となった東京高等裁判所平成28年3月9日 判決 （乙C56の1～2）

において も， 「多 くの市民が何 らかの不安を感 じていることか ら直ちに，その

不安が合理的な根拠に基づ くものであるとい うことはできない し，証拠上，そ

の不安の内容や程度が判然 としないことからしても，そ ういった不安 を抱かさ

れたことについて，当然 に，被控訴人 （引用者注 ：被告東京電力）に対 して，

法的な責任 を追及することができるとはいえない」， 「証拠 （略）上，100

ミリシーベル跡 嘩 ぱ舗 にお1’1る撒 の鹸 に対する興 『ついて

は；科学的に十分｝ttge明され てい る訳 ではない ことが認 められるものの，先に

判断 したとお り，現在の科学的知見等に照 らせぱ，年間20ミ リシーベル トの

被 ば くです ら，それが健康に被害を与えることを直ちに認 め得 るものではなく，

年間1ミ リシーベル トの追加 被 ぼくが健康に影響を及ぼす もの と認めることは

できない」か ら， 「当然に，被控訴人 （引用者注 ：被告東京電力）に対 して，

法的な責任を追及することができるとはいえない」 と判示 している。

さらに，毎 日過酷な現実の騒音被害にさらされている住民原告による損害賠

償請求 （国賠）事件である大阪国際空港事件 に係 る最高裁判決 （最大判昭和5

6年12月16日 ・判 例 タイムズ455号171頁 ）において も， 「原判決の

判示 の うちには，単なる身体的被害発生の可能性 ない し危険性そのものを慰籍

料請求権の発生原因たる被害 と認めているかにみえる箇所があるところ，その

ような可能性ない し危険性そのものを直ちに慰籍料請求権の発生原因たるべき
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＜

現実の被害にあたるとい うことができないことはい うまでもない」 と判示 して

いる。

以上のことを踏まえると，法的な精神的損害の有無及び賠償額を検討するに

際しては，被害者の主観的事情のみによってではなく・精神的な苦痛が生ずる

だけの科学的な根拠及び基礎 となる客観的な危険をも踏まえ，一般的 ・合理的

な見地より具体的かつ法的な権利利益の侵害が生 じていると評価 し得る危険に

さらされていると評価できるか，を判断する必要があり，かかる判断にあたっ

ては，客観的にいかなる具体的な危険に対する不安が生 皐じているかについて，

あくまで恐怖や不安を生 じさせている危険の客観的な程度 （科学的知見及び実

際の被ば くの状況 ・程度等〉に基づいて，具体的な権利侵害の有無を判断する

必要がある。

そ して、以下に詳述するとお り，原告 らが主張する 「不安」については，原

告 らにおいて具体的に法的権利侵害に当たると認められ るものではなく，これ

によって原告 らの慰謝料請求権が基礎付けられるものではない。

2精 神 的損害 に対す る損 害評価 の不当性に関する原告 らの主張にっいて

（1） いわき市 （自主的避難 等対象 区域）の状況等について

原告 らは，避難指示区域の内外のわずかな距離の違いだけで，精神的負担

に大きな違いが生 じるはずはなく，いわき市のような自主的避難等対象区域

内の住民の生活圏内にも放射性物質は入って くるのであって，避難指示区域

とその周辺の自主的避難等対象区域における精神的負担 （不安）の差異は，

相対的なものに過 ぎないと主張す る （原告 ら準備書面 （41） の4～5頁 ）。

しか しなが ら， 自主的避難i等対象 区域は，避難指示 区域 と異な り，避難iを

余儀 な くされた区域 ではな く，また，被告東京電力準備書面 （13） におい

て述べた とお り，いわき市の空間放射線量が低減 し，いわき合同庁舎では，

平成23年6月 以降には年 間1ミ リシーベル トの時 間換算値 である毎時O．
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23マ イ ク ロシーペル トを下回 るに至 ってお り，避難指示の基準 とされてい

る年間20ミ リシーベル トを遥 かに下回 る状況にあったことは明 らかであり，

かっ，そのよ うな情報は広 くいわき市の広報などを通 じて住民に情報提供が

なされている。

そして，被告東京電力準備書面 （8） に記載 の とお り，放射線 の健康影響

に関する国際的にも合意 された科学的知見に照 らしても，100ミ リシーベ

ル トを下回 る放射線 被 ばくによる健康 リスクは，他のリスク要因に隠れてし

ま うほど小 さいものであり，それ 自体のリスクを検出 ・認識することが困難

なものであるか ら，これを大きく下回るいわき市内の空間放射線量に起因す

る放射線被ば くによって住民の健康に対する具体的な健康被害を及ぼす程度

の危険が現に生 皐じていたとはい うことができない。

そして，本件事故後においては，福島県内の地元の新聞においても，放射

線の健康への影響に関連する多数の報道がなされてお り，科学的知見の紹介，

科学的知見に基づく冷静な対応の呼びかけ及び被ばく線量の実情や専門家の

見解等が繰 り返し報道されている上，放射線に関する専門機関等からの情報

発信もなされているところであり （乙A58の1な い し乙A58の30， 乙

A51な い し乙A56） ，実際 に，いわ き市 においては，被告東京電力準備

書面 （13） 及 び同 （14） において述 べた とお り，本件事故後 においても

様々な社会的活動や生活が行われている実情にあり，かっ，大多数の住民は

自主的避難を していない。

いわき市内のタウン情報誌 （「タウンvガ ジンいわき」， 乙A95の1～

5） に よって も，平成23年6月 ころまでにおいて ，いわき市内 において多

数の飲食店や物販店が営業をしてお り，多数の高校生や若者がインタビュー

に答えていわき市での学校生活等 に関してこれから頑張ることな どにっいて

回答 してお り，その他いわき市内での求人活動やエ ンターテイメン ト，お祭

り等の情報案内馨が多数なされてお り，その後 もそのようないわき市内の日
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常的 ・社会的な活動や生活が行われている実情にあることが明 らかになって

いる。

したがって，本件事故による放射線の作用によって，いわき市の住民の法

的に保護 された権利利益が客観的 ・具体的に危険にさらされるとい う状況が

生 じたとはいえない。

＜

（2） 自主的避難 等対象 区域 の一般 の大人に対する精神的損害の賠償について

また，原告 らは，被告東京電力が，自主避難等対象区域の一般の大人に対

しては，本件事故当初の時期 （平成23年4月22日 ）までを対象 として1

人 当た り8万 円の賠償 を してい るこ とにつ いて，裁判実務や放射性物質の半

減期が長いことなどか らしても，精神的損害の評価 として不当であると主張

する （原告 ら準備書面 （41） の5～6頁 ）。

しか しなが ら，以下 の とお り， 自主的避難 等対象区域 の大人に対する精神

的損害の賠償は，その精神的損害の評価 として合理性を有する。

ア 被告東京電力が公表 している損害額に合理性があること

原子力損害賠償紛争審査会 （以下，r審 査会」 とい う） においては，自

主的避難等対象者 の精神的損害等の損害額を定めるに当たって，平穏生活

権の侵害が問題 となったこれまでの裁判例を参考 としているところ，平成

23年11月25日 に開催 された第17回 審査会では， 「慰謝料 の金額 に

係 る裁判例について」と題す る資料 （乙C17） が提 出され，騒音 （空港 ・

近 隣騒音），悪臭，煙害等 により平穏な生活が侵害された事案の裁判例に

ついて検討がなされている。

これ らの裁判例は，現実に平穏な生活が侵害 された （生命身体的傷害を

伴わないものに限る。）事案について，生活妨害を受けたことによる精神

的苦痛に対する慰謝料額について判断したものである。 自主的避難等対象
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区域については，放射線被 ぼくによる健康被害の リスクについては問題が

ない水準であ り，それゆえに政府 によっても避難等の指示の対象 となって

いないものであ り，自主的避難 をする心情についてはそのような前提にお

いても生 じ得る恐怖や不安であると考 えられることから，実際の生活妨害

を受 けている事案 に対す る上記裁判例が必ず しも本件にそのまま妥当する

とい うことはできないが，いずれの裁判例も，騒音，振動，悪臭、煙害等，

その原因や被害の程度は異にするものの，現実の生活妨害を受けたことに

より正常な 日常生活の維持 ・継続が相当程度阻害 されたために生じた精神

的苦痛に対す る慰謝料について判断された点では共通 してお り，上記のよ

うな不安や恐怖が問題 となる本件においても，参考になり得 るものである。

これ らの裁判例のうち，一括 して賠償額を算定 している事案 （審査会資

料 ：乙C17の 番号11，12，14，19） においては，賠償額 は概ね

5万 円か ら20万 円程度 で あ り，月額 の賠償額 を積み上げて算定 している

事案 （同1か ら7，10，13，15，16，18） では，月額2，00

0円 か ら月額 ユ万8000円 とされ てお り， 中間指針追補 の定める賠償基

準 （大人について8万 円，妊婦 ・子供 について40万 円）は， この ような

裁判例 を踏 ま えても，また，客観的な健康 リスクとしては喫煙や肥満，野

菜不足よりも小 さいとされている年間20ミ リシーベル トを大 きく下回 る

放射線量の地域における精神的損害の評価の問題 として，被害者の視点も

十分考慮 した賠償基準 となっている。

そして，このような裁判例 も検討 した上で，中間指針追補が定めた自主

的避難等対象者に対する賠償期間及び賠償額は，上記裁判例における賠償

額の月額及び総額 と比較 しても同等かそれ以上 といい得 る水準であるか ら，

過去の裁判例の賠償水準に照 らしても，中間指針等の定める賠償額は相当

かっ合理的である。

また，審査会においては，自主的避難等対象者は，政府 による避難指示
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に基づいて避難を余儀なくされたものではないことか ら，避難対象者 と同

等の額を賠償すべきとはいえないとの共通認識のもと審議 を行いつつ，本

件事故発生当初の時期 （平成23年4月22日 ころまで の時期 を 目安 とす

る。 乙C7の ユ3頁 ） においては， 自らの置 かれ ている状況についての十

分な情報がない中で，本件原発の原子炉建屋において水素爆発が発生 した

ことなどから，大量の放射性物質の放出による放射線被 ばくへの恐怖や不

安を抱 き，その危険を回避 しようと考えて避難を選択することも合理的で

あるとして，一人当た り8万 円の損害額 を認 定 している。

そ して，屋内退避区域に生活の本拠を有 している避難等対象者 に対する

慰謝料が一人当た り10万 円で ある ところ （平成23年3月11日 か ら屋

内退避指示 が解 除 され た同年4月22日 までの期間の精神 的損害 に対応す

るものである。），自主的避難等対象区域では屋内退避指示等の避難指示

が出されていないことにも鑑みれば，自主的避難等対象者 （妊婦及び子供

を除 く。）に対す る本件事故発生当初の時期の賠償 として8万 円 とい う金

額 は合理 性を有す るもあである。

なお，前述のとお り，大阪国際空港事件上告審判決 （最大判昭和56年

12．月16日 ・判例 タイムズ455号171頁 ） においては，大阪国際空 ’

港 に由来する 「相当強度な航空機騒音」に 日々曝露 されていることを前提

として，B滑 走路供用 開始 の月で ある昭和45年2月 以 降の損 害額 を月額

1万 円 とし，それ 以前 の時期 につ いては，居住地区に応 じて月額3，00

0円 又 は8，000円 との原審 の認 定にっいて 「本件空港に離i着陸す る航

空機の被 上告人 らの居住する地域に及ぼす騒音等の性質，強度，頻度等が

原判決において認定されたようなものである場合において」 （判例タイム

ズ455号176頁 参 照） とい う前提の下で，是認 しているのであ り，放

射線被ば くによる客観的な危険が生 皐じているといえない ことを踏まえても，

自主的避難等対象者に対す る上記のような精神的損害等の賠償額 （8万 円
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又は48万 円）は決 して不合理な金額ではない。

なお，原告 らは，子供及び妊婦以外の自主的避難等対象檀に対 して支払

われる1人 当た り12万 円 （8万 円の精神的損害等の賠償金及び4万 円の

実費等 の賠償金 の合計額）の賠償額の うち，慰謝料に相当するのは4万 円

であ るとしてい る と主 張す るが （原告 ら準備書面 （41） の6頁 ），子供

及 び妊婦以外 の 自主的避難等対象者に対する包括慰謝料 （生活費増加費用

等の損害をも合算 して定められた精神的損害の賠償額） として，被告東京

電力は1人 当た り8万 円を賠償 してい るもので あるから，これを上回る原

告 らの慰謝料請求権に理由があるか否かが審理 ・判断 されれば足 りるもの

とい うべきである。

イ 大人に対する賠償対象期間を本件事故発生当初の時期 とすることにも合

理性があること

自主的避難等対象区域内の住民の精神的損害の発生とい う法的な権利侵

害の有無を考えるに当たっでば；前述のとお り，具体的な危険に基づく根

拠のある不安が生 じているかどうかが問題 とな り，低線量被 ばくと健康影

響に関す る国際的に合意されている科学的知見に照 らせば，年間20ミ リ

シーベル トを大 き く下 回 る放射線被ば くへの不安については，客観的な根

拠に基づ く合理的な不安であるとはいえない。

実際に，福島県の県民調査の結果によっても，福島県内の住民 （避難等

対象者を含む。）が本件事故後4か 月 に受 けた外部被 ば くに よる実効線量

推計結果 としては，66．3パ ーセ ン トが1ミ リシーベル ト未満 ，94．

9パ ーセ ン トが2ミ リシーベル ト未満 ，99．3パ ーセン トが3ミ リシー

ベル ト未満 であった とされてお り （乙A48の3頁 ） ，健康へ の具体的な

危険が及ぶ ような状況にはなかったと認め られ るのであ り，また，かかる

情報は広 く周知 されている。
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＜

その上で，大人に対する1人 当た り8万 円の精神 的損害等 の賠償額 が本

件事故発生当初の時期を対象 としていることについては，中間指針のQ＆

Aに おいて，①本件事故発生以降，原子力発電所の状況や放射線量に関す

る情報が行政機 関等によって徐々に公表 されたこと，② こうした情報をも

とに平成23年4月22日 には屋 内退避 区域が解 除 され ，緊急時避i難準備

区域及び計画的避 難 区域 の範囲が示され，これによって政府による避難指

示等の対象区域が概ね確定 したこと，③ したがって，その頃以降は，自ら

の置かれている状況について十分な情報がない時期 とは言い難 いと考えら

れ ることから，概ね本件事故発生から平成23年4E22日 頃 までの時期

が 目安 になる との考 え方が示 されている （乙C7の13頁 ，問11） 。

この よ うに，避 難指示等対象 区域外における空間放射線量は避難を要す

る程度のものではなく，それゆえに政府による避難指示の対象 とされてお

らず，放射線被ばくによる客観的な危険の程度 を勘案 しても，精神的損害

が蹄 られる対鞠 間をそのような科学白勺な嫡 治 めて ！輌 置嬢

ている状況について十分な情報がない」時期とテることには合理性が認め

られ る もので あ る。

ウ その他，被告東京電力の公表している慰謝料額の水準の合理性を基礎付

ける事情について

さらに，被告東京電力は，原賠法18条2項1号 に基づく原子力損害賠

償紛争審査会の下に設置された原子力損害賠償紛争解決センター （ADR）

における和解仲介手続における和解において，中間指針追補等に基づく自

主的避難等対象者に対する慰謝料額に基づいて （8万円と40万 円にっい

てはそれぞれその半額をもって精神的損害額に充当しているという実務と

なっている。），多数の方々との間で合意に至？てお り，中間指針等は本

件事故の賠償規範として既に定着している実情にある。
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＜

また，福島地裁いわき支部平成26年9． 月10日 判決 は，いわき市 （自

主的避難等対象区域）に居住 していた原告が本件事故により横浜市に自主

的避難 を した事案において，中間指針追補に基づ く精神的損害 （自主的避

難等対象者に対す る賠償額8万 円の うちの半額 である4万 円を精神的損 害

の賠償金 に相 当するものと認定。支払い済み。）を超 える慰謝料を認 める

ことはできないとして，請求を棄却 している （乙C57の1， 同控訴審判

決仙台高裁平成27年1月2ユ 日も これ に同旨 （乙C57の ’2），確定）。

こうした実情は， 中間指針等に定める自主的避難等対象者に係 る賠償基

準が，裁判上の解決規範としても十分に合理性 ・相当性 を有す ることを明

確 に基礎付けるものである。

さらに，騒音訴訟，公害訴訟，じん肺訴訟等の集団訴訟では，裁判所は

一定の基準を決めて精神的損害を認定 し，被害当事者間における公平を確

保 しているのであ り，本件のように被害者が極めて多数に上る損害賠償請

求事件にあって銅 様の手髄 用いるr日 貴暇 であり印 間指鎚 需

に基6“’〈自主的避難等対象者ぺの賠償額の指針は，そのようなこれまでの

裁判実務をも踏まえたもの （先取りするもの）と評価できる。そして，そ

の賠償水準についても，過去の裁判例等も踏まえて審査会における法律家

等の専門家委員による慎重な審議を経て合理性のあるものとして定められ

ているのであり，かかる中間指針等の賠償基準は裁判上も十分に尊重され

るべき実質を有する。

3「 不安」 の評価根拠事実 に関す る原告 らの主張について

（1） いわき市 と同 じ経済 圏 ・支化 圏である 「浜通 り」内の事故であることに関

す る原告 らの主張にっいて

ア 原告 らは，アンケー ト調査を引用 し，いわき市の経済圏や文化圏は，本

件原発が存在する福 島県浜通 りとい う同一地域内に存在 してお り，いわき
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市は強制避難 区域 と隣接 している地域であるところ，浜通 りか らの自主的

避難者数は，中通 りや会津地方に比べて極端に高く，単純に本件原発か ら

の距離によって不安が解消 され るものではない と主張するが （原告 ら準備

書面 （41） の6～7頁 ），以下に述べ る とお り，本件事故当時いわき市

に居住 していた原告 らについて，客観的かっ具体的な危険が生 じていたと

認 めることはできない。

＜

イ 原告 らは，とうほ う地域総合研究所が行 ったアンケー ト調査 （甲A15

1） に基づ き， 同 じ浜通 りに位置す るいわき市や相馬市からの自主的避難

者は，住民の約7割 にのぼるのに対 し，県 北地域 では38．7パ ーセ ン ト

に とどまるこ とか ら，本件原発からの距離や地域的一体性等もあり，浜通

りからの自主的避難者 は，中通 りや会津地方 に比べて極端に多かったと主

張する （原告 ら準備書面 （41） の7頁 ）。

しか し1が ら，上記 アンケー トは・福 島県内居住者の うち・わずか76

5人 （回答者 ぽ5ユ5人 ）を対象 とした もめ にす ぎず，一部∂）者に限られ

ていることか ら，同アンケー トの結果を，一般化することはできない。

また，かかるアンケー トを踏まえても，同アンケー トを実施 した平成2

4年5月 時点におけ る 「居住地別 の 自主避難状況」 （甲Al51の7頁 ）

をみ る と，浜通 りの地城 の中でも，相双地域で自主避難をしていると回答

した割合 （16．7％ ） に比べて，いわ き地域で 自主避難 をしていると回

答 した割合は6．9パ ーセ ン トと，相双地域 の約3分 の1に とどまつてい

る。

さらに， 「今まで誰 も自主避難 していない し，今後 もしない」 と回答 し

ている回答者 も，いわき地域 （24、1％ ） と相双地域 （10、O％ ）で

は2倍 以上の差が生 じている （甲A151の10頁 ）。

そ して 「自主避難 していない理由」をみても， 噛 主避難す るほどの放
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射線量ではない」 と回答 しているのは，いわき地域が46．3パ ーセ ン ト

で あるのに対 し，相双地域は25．0パ ーセ ン トに とどまってお り （甲A

15iの ユ3頁 ），浜通 り地域全体 について全 く同じ状況にあるものでは

なく，いわき市については，本件原発か ら一定程度離れていることから，

他の浜通 り地域 とに差異が認 められる。

＜

ウ また，原告 らは，本件原発が現在 も不安定な状態にあることから，自然

災害が起 こるたびに，住民を不安にさせていると主張す るが （原告 ら準備

書面 （41） の7頁 ），原子力 災害対策本部 は，平成23年12月 ユ6日 ，

本件原発 の原子炉 は 「冷温停止状態」に達 し，不測の事態が発生した場合

も敷地境界における被ばく線量が十分低い状態を維持す ることができるよ

うになったため，』安定状態を達成 し，発電所の事故そのものは収束に至っ

たとされている （乙A29） 。また，本件原発 の1号 機 ない し4号 機原子

炉建屋か らの放 出に よる敷地境界上の被ばく線量は平成24年2月 時点で

年 間0、d3ミ ’リシーンミル ト （日本におげ る平均の自然放射線 による年間

被ばく線量は約2・．1ミ リシーベル トであ り，これ の約70分 の1に 相 当

す る。）に とどまってい る （乙A106の4頁 ）。

このよ うに本件原発 の状況 によって，原告 らの生命 ・身体に対 して具体

的な危険が生 じている状況にあるとは全 くいえない。

＝ さらに，原告 らは，汚染水漏れ問題があり，魚介類を通 じた内部被ぱく

への不安を住民は常に抱え続 けていると主張す る （原告 ら準備書面 （41）

の7頁 ）。

しか しなが ら，被告東京電力準備書面 （8） にお いて も述べ た とお り，

内部被ばくに関す る科学的知見，政府による出荷制限等の措置の内容，そ

のような状況で住民らに生 じた内部被ば くの程度，内部被ばくの リスクに
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ついての周知t広 報の状況等 も踏まえれ ば，市場に出回っている水産物等

を原告 らの本件事故時の住所地周辺で入手 して摂取することが危険である

とい う状況にあった とは到底認められず，ほとん どの自主的避難等対象者

が避難 しない中で，地元のスーパー等において食物が購入 されてお り，摂

取 されているのである。

また，被告東京電力が平成25年7月22臼 に公 表 した，汚染 された地

下水が港湾内に流出 した件にっいて，経済産業省資源エネルギー一庁は，同

年9月3日 ， 「放射性物質濃…度 の大きな変動は港湾内 （’0．3k㎡ ）のプ

ラン ト付近 に限 られ てお り，港湾 の境界付近ではほぼ検出限界値未満 レベ

ル （高くてもBq／L） であることが多 く，沖合での測定結果にも有意な

変動は見られないなど，港湾外 において影響はほ とん ど見 られていない。」

との見解を公表 している。また，被告東電が同年8月19Hに 公表 した汚

染水貯留 タンク周辺 に設置されている堰の排水弁か ら水が堰外に出ている

ことを確認 したことについては，経済産業省資源エネルギー庁は，同年9

月3日 ， 「海 にっ なが る側溝 の夫蔀分は汚染 きれてお らず 側溝を通 じて

汚染水が海へ流出した可能性は現時点では低いと考えられ る。」 との見解

を公表 しているところである。 （以上，乙A96）

そ して，平成29年7． 月17日 か ら25Hに か けて行 った海水 モニ タリ

ングにおいては，シル トフェンス1の 瀞 内にお ｝る全 ての測 地点に

おいて世 保健 、WHO） の 料 水ガ・イドライ ンの基準値 を下回って

鎚 ，湾 口外め港湾 口北東側 （沖合1キ ロメー トル） ，北防波堤北側 （沖

合O．5キ ロメー トル） ，港湾 口東側 （沖合1キ ロメー トル），港湾 口，

港湾 口南東側 （沖合 ユキロメー トル），南防波堤南側 （沖合0、5キ ロメ

ー トル ）の全 て の地点では検出限界値を下回っているという状況にある（乙

A97の9～10枚 目）。

した がって，本件原発 か ら放出される水によって，原告 らの生命 ・身体
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に対 して具体的な危険が生 じている状況にあるとは全 くいえない。

＜

（2）いわ き市の 自主的避難者 の数 に関する原告 らの主張について

原告 らは，いわき市民34万 人 の うち約6割 が避難 を選択 しているのであ

って， 自主的避難者数が1万5377人 で あるはずは ない と主張す る （原告

ら準備書面 て41） の7～8頁 ）。

しか しなが ら，原告 らが引用するいわき市が行ったアンケー トによれば，

いわき市民の うち回答 してい るのは1156名 （甲A276の3頁 ） と，一

部 の者 に限 られてい るか ら，同アンケー ト結果を一般化することはできない。

また，乙C第15号 証 の3頁 をみ て も，いわ き市の 自主的避難者数 （1万5

377人 ） について，県内避難者 のみ を表す との記載はなく，また，その点

を措 くとしても，福島県民の自主的避難者数は平成23年9月 時点 で県 内外

合 わせて合 計5万0327人 であ り （乙C15の2頁 ） ，い わき市 だけで約

20万 人 もの住 民が避難 した とす る原告 らの主張は何 ら根拠がなく，失当で

ある。

（3） 避難i実行 ・避難継続者 の存在 は，滞在者の 「不安」 と表裏の関係にあると

い う原告 らの主張について

原告 らは，放射性物質の不安から逃れるため，いわき市の多 くの住民が自

主的避難 を実行せ ざるを得なかったところ，いわき市において，本件事故直

後の初期段階の自主的避難実行者 は約6割 に上 り，ま た，平成26年 末 にお

いて も，いわき市 か らの 自主的避難者で仮設住宅を利用 している世帯数は，

中通 りに位置する福 島市や郡山市等か らの避難世帯数 と比べても決 して少な

くはな く，これだけの避難者が 存在 していることから不安は解消されてお ら

ず，県外への自主的避難者が現在 も相当数存在することは滞在者の不安の存

在 と表裏の関係にあると主張す る （原告 ら準備書面 （41） の8～9頁 ）。
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しかしながら，前述の とお り，いわき市住民の6割 が本件事故直後の時期

に 自主的 に避難をしたとは認 められない。

また，平成26年 末 においていわき市か らの 自主的避難によって仮設住宅

を利用 している世帯数は1194世 帯 と，平成26年 度 にお けるいわき市 の

世帯数 （13万0039世 帯。 乙A98） のわず かO．92パ ーセ ン トに と

どまる。

＜

（4＞ 側溝の土砂 問題 に関す る原告 らの主張について

原告 らは，本件事故後，中間貯蔵施設の完成の目途が立っていないことか

ら，いわき市が 自主財源で側溝汚泥を撤去するまでは，放射性物質を含む汚

泥を運び，処分することができなかったため，5年 半以上 もの間，いわき市

の住 民は，側溝汚泥の放射性物質のために，生活に不安 を抱えてお り，特に

いわき市内の子供 自身の行動を制限 し，子供をもっ家族に対 し多大な精神的

飽 をかけ続けた と主張す る （原告 ら準備書面 （41） の9”＞vl° 亘 ・
．．

しかしながら，原子ガ損害の賠償を求ある本件訴訟においては， 「放射線

の作用による損害」が問題 となるのであ り○そ して，この点については，結

局のところ，放射性物質の存在それ 自体ではなく，放射性物質か ら放出され

る放射線 によって人体にどのような健康影響が生ずるかという点を評価する

尺度 となる空間放射線量 （単位 はマイクロシーベル ト）の実情 （放射線の作

用）に基づいて，健康被害の危険性が評価判断されなければならない。そ し

て，この点にっいては，被告東京電力準備書面 （13） において述 べてい る

とお り，原告 らの本件事故時の住所地周辺においては土壌中の放射性物質そ

の他に起因す る空間放射線量が年間20ミ リシーベル トを大 き く下回ってい

るだけでなく，概ね年間1ミ リシーペル ト又 は これす ら下回っているとい う

実情にあ り，健康上問題 となるものではない水準 となってお り，原告 らの本

件事故時の住所地においては，社会的活動や生活が通常に行われている実情
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にあることは周知の事実である。

したがって，このような住民の健康に対す る評価尺度 となる放射線量をこ

とさら無視 して，側溝汚泥に放射性物質が存在すること自体によって原告 ら

の法的に保護 された権利利益が侵害 され，慰謝料請求権 を基礎付けられるか

のような原告 らの主張は失当である。

〈

（5）海 の汚染問題 に関す る原告 らの主張について

原告 らは，福島県の沖合は，親潮 と黒潮が交わる好漁場 として，獲れる魚

は 「常磐 もの」 として知 られていたところ，本件事故後，沿岸性魚種にっい

ては，現在 も基準値 を超 える放射性物質が検出されてお り，安全性が確認 さ

れていない との認識の下で，漁業者 自らの判断により操業を自粛 し，試験操

業のみを行 ってお り，また，平成23年4月 以降，福 島県 が行 っている魚介

類の放射性物質のモニタリング調査結果によればいわき市沖では相当な汚染

が認 められているな どしてお り，いわき市民の多くが1海 の汚染 のために・

以前 は楽 しんでいた釣 り等の7imを 制約ぜ ざるを得ず， また， 「常磐 もの」

とい う地場産の魚のプラン ドカを下げ，今後の将来の見通 しとい う意味でも

不安にさらされているなどと主張する （原告 ら準備書面 （41） の10～1

1頁 ）。

しか しなが ら，被告東京電力準備書面 （14） において述べた とお り，多

数の海産魚介類にっいて出荷制限指示が解除されてお り （乙A71） ，いわ

き市において も，平成22年 には最 も水揚量 が多 く，い わき市の水揚量の過

半数を占めている小名浜港，それに次いで水揚量が多い中之作港においては，

水揚げが再開されているのであって （乙A73） ，客観 的 に釣 り等ができな

い とい う制約が生 じているともいえない。

また，そのような操業 自粛や 出荷制限及び風評によって生 じた漁業者や水

産業者における営業上の損害については，本件訴訟の請求内容 とは別個に，

31



2018／01／16／ 火15：15 シティユーワ法律事覇所
AFAX番 号：03 －6212－5700 P，033／054

本件事故 とその相当因果関係が認められる限 りにおいて賠償の対象 となるも

のであり，別途填補 されるものである。

したがって，原告 らの上記主張によっても，原告 ら各人の慰謝料請求権が

基礎付けられ るとはいえない。

〈

（6） 汚染水問題 に関す る原告 らの主張について

原告 らは，環境 中に汚染水 を流出させている トラブルが頻発 していること

や，今後 も被告東京電力が，汚染水を処理するために トリチウムの大量海洋

放出することを検討 していること等が，滞在す るいわき市民を不安にさせて

いると主張する （原告 ら準備書面 （41＞ の ユ1頁 ）。

しか しなが ら，被告 東京 電力が平成25年7月22日 に公 表 した，汚染 さ

れ た地下水が港湾内に流出した件について，経済産業省資源エネルギー庁は，

同年9月3日 ， 「放射 性物 質濃度 の大 きな変動は港湾内 （ぴ．3k㎡ ） のプ

ラン ト付近 に限 られ てお り，港湾の境界付近ではほぼ検出限界値未満 レベル

（高く一cBq／L） であることが多くぷ 合で酬 縮 果にも有意嬢 動は見

られないなど，港湾外 において影響はほとん ど見 られていない。」 との見解

を公表 している。また，被告東京電力が同年8月 ユ9日 に公表 した汚染水貯

留 タ ンク周辺に設置 されている堰の排水弁か ら水が堰外に出ていることを確

認 したことについては，経済産業省資源エネルギー庁は，同年9月3日 ， 「海

につ なが る側溝 の大部 分は汚染 されてお らず，側溝を通 じて汚染水が海へ流

出した可能性は現時点では低い と考えられる。」 との見解を公表 していると

ころである。 （以上，乙A96）

また，平成29年7月17日 か ら25日 にか けて行 った海水モニ タ リング

においては，シル トフェンス外側の港湾内における全ての’1地 点において

健機 関 （WHO） の ’料水 ガイ ドライ ンの基準値 を下回ってお2， 湾

口外 の港湾 口北東側 （沖合1キ ロメー トル） ，北防波堤 北側 （沖合O．5キ
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ロメー トル），港湾 口東側 （沖合1キ ロメー トル），港湾 口，港湾 口南東側

（沖合1キ ロメー トル），南 防波堤南側 （沖合O．5キ ロメー トル）の全て

の地 点で は検出限界値 を下回っているとい う状況にある （乙A97の9～1

0枚 目）。

したがって ，原告 らの本件事故時の住所地での生活者に対 して客観的かつ

具体的な危険を生 じさせ るような状態にはない。

〈

（7） 山林 の汚染 とキノコ ・山菜 の出荷制限等に関する原告 らの主張について

原告 らは，キノコや山菜については放射性物質検査の結果，基準値 （ユ0

0Bq／kg） を超 えた ものにつ いて出荷 制限 されているところ，平成28

年6月24日 時点 におい て，いわき市で も，原木なめこ （露地栽培），野生

きのこ，たけのこ等が出荷制限 ・出荷 自粛 となってお り，いわき市の豊かな

山の恵みを享受 していた市民は，その行動の 自由が制限され，不安が付 きま

とい，山歩きやキノコ狩 り等が事実上できない状態にあると主張する （原告

ら準備書面 （41） あ11～12頁 ）。

しか しなが ら，被告東京 電力準備書面 （14） において述べた とお り，．い

わき市の林産物の生産量は，本件事故後は若干減少 したものの，その後回復

傾向にあ り，また，原告 らの居住地付近の山の空間放射線量等 も明らかでは

なく，山歩き等ができない とい う制約が生 じているともいえず，実際に山歩

きは可能であると解 され る。

したがって，原告 らの上記主張によっても，原告 らの法的に保護 された権

利利益が侵害 されているとは認められず，原告 らの慰謝料請求が基礎付けら

れるものではない。

（8） 生物 の異常報告問題 に関す る原告 らの主張について

原告 らは，福 島県の動植物に異常が見 られ るのではないかとの指摘があり，
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そのような報道のたび に，滞在者は放射性物質の生態的 ・遣伝的な不安を感

じ，精神的な苦痛を受 けてきたと主張する （原告 ら準備書面 （41） の12

頁）。

しか しなが ら，いわき市における空間放射線量の推移や放射線の科学的知

見等を踏まえると，いわき市民の健康に対する具体的な被害を及ぼす客観的

なおそれがあるものではなく，上記主張によっても，客観的な根拠に基づい

て原告 らの法的に保護 された権利の侵害が生 じているとは認められないから，

原告 らの上記主張も原告 らの慰謝料請求を基礎付ける事情にはあた らない。

司

（9＞ 甲状腺がんの問題 に関す る原告 らの主張について

原告 らは，本件事故後，甲状腺がんやその疑いの子 どもが，県民健康調査

の一巡 目及び二巡 目を合わせると，延べ174人 も見 られてお り，いわき市

でも29名 の子 どもに小児 甲状腺がん及びその疑いの結果が出ていることか

ら住民の不安は大きく，また，甲状腺がんの数について専門家においても論

争があることが，滞在者の不安を強めていると主張する （原告ら準備書面 （4

1） の12頁 ）。

しか しなが ら， 「第4原 告 ら準備書面 （43） に対す る反論 」で述べ る

とお り，本件事故によって福島県で甲状腺がんが多発 しているとは認められ

ず，いわき市内に滞在することによって甲状腺がんに罹患するとの不安 をも

って医学的にも根拠のある合理的な不安であると評価す ることはできず，原

告 らの慰謝料請求を基礎付ける事情にはあた らない。

（10＞ 除染 が不十分 で あるこ とに関す る原告 らの主張にっいて

ア 原告 らの主張

原告 らは，原告 ら準備書面 （42） にお いて，国や行政が進 める除染政

策に基づ く除染 は，十分な効果を上げることができない状態で，行政の除
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染計画に従って除染の実施 も遅れている状況にあ り，また，除染によって

生 じる大量の廃棄物 を最終的に処分す るための仕組みが確立 されていな

いばか りか，当面の間その廃棄物を安全に保管する場所を確保することが

できていない状況にあるから，本件事故による追加被ばくのおそれがあり，

これが日々放射線被ぱくの不安に苛まれる原因になっていると主張する。

しかしなが ら，以下に述べるとお り，いわき市における除染状況，空間

放射線量の推移，追加被ばく線量等からすると，原告 らの生命身体に放射

線による具体的な危険が生じているとい う状況は認 められない。

＜

イ 原告らが主張する除染方法にっいて

原告 らは，放射性物質の遮へいにっいて， 「放射能に汚染 された土壌を

除染する最 も一般的な方法 として，汚染の著 しい表土 と汚染の比較的少な

い下層の土を入れ替えることが頻繁に行われている」 と主張するが （原告

ら準備書面 （42） の3頁 ），いわ き市 は土壌 の住宅 ・宅地等の除染方法

と して ，表 土 除 去 の方 法 を とっ てい る （乙C38の14頁 ）。

また，放射性物質を遠ざけることについて，除去土壌等を現場保管する

ことが一般的 となってお り，現状は放射性物質が生活圏か ら遠 ざけられて

いるとはいいがたい，除染によって放射性物質 自体がなくなるわけではな

いと主張するが （原告 ら準備書面 （42） の4頁 ），後述 の とお り，現場

保管 による場合でも安全が確保 される措置がとられているのであ り，また

除去土壌等を現場保管等することについても空間放射線量は上昇すること

はないとされてお り （丙A／55の47頁 ），実際 にい わき市内の空 間放

射線量が除去土壌等の現場保管ゆえに健康に影響 を及 ぼす程度に上昇 して

いるなどとい う事実は認められない。

したがって，原告 らの上記主張 も原告 らの慰謝料請求を基礎付ける事情

にはあた らない。
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ウ 住宅の除染にっいて

原告 らは，いわき市が行っている住宅の除染の うち，多 くが事前のモニ

タリング調査の結果，毎時0．23マ イ クロシーベル トを下回る住宅につ

いて除染作業の必要がない と判断し，調査のみで終了されたことにっいて，

毎時O．28マ イ クロシーベル ト以下に除染 しても，年間追加被ばく線量

は年間1ミ リシーベル ト以下 に抑 える効果は期待できないことから，実質

的には調査のみで終了とい うのは，住宅の放射能汚染に対 して何 もせずに

放置す るとい う判断に等 しい と主張する （原告 ら準備書面 （42） の9～

12頁 ）。

しか しなが ら， 自主的避難等対象区域に本件事故当時住所があった原告

らについて，その区域の除染の状況，放射線量の状況等については，被告

東京電力準備書面 （13） において詳 しく述べた とお りであり，平成28

年6月 宋時点 においては，公共施設 ，住宅，農地 （水田，畑地 樹園地，

牧草地含む）及び森林にづいては除染発注数 とほぼ同数について除染が実

施 されているか，あるいは調査にて終了 （事前のモニタリングの結果によ

り，除染作業が必要ない と判断された） している （乙C41） 。 そ して，

被告東京電力準備 書面 （8）の第5（28頁 以下）におい て述べた とお り，

福島県が実施 している外部被ばくに係 る 「県民健康管理調査」の全県調査

においては，いわき地区では，99パ ーセ ン ト以上が1ミ リシーペル ト未

満 となってお り （乙A48） ， また，福 島県が実施 したホールボディカウ

ンタL－｝qよる内部被 ば くの調査結果 においても，1ミ リシーベル ト未満 の

方が99、9パ ーセン トを 占めていた との こ とであるから （乙A49） ，

「年間追加被 ば く線量 は年間1ミ リシーベル ト以下 に抑 える効果は期待で

きない」 とい う原告 らの主張には全 く根拠がない。

いわき市内の空間放射線量は政府による避難 指示の基準である年間20
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〈

ミリシーベル ト （時間換算 で3．8マ イ ク ロシーベル ト／ 時） を大 きく下

回ってお り，低線量被ばくの健康影響に係る国際的に合意 された科学的知

見に照 らしても，本件事故以降，これらの区域において居住 ・滞在するこ

とにより，原告 らの生命身体に放射線による具体的な危険が生 じていると

いう状況には全 くないのである。

したがって，除染の状況を理由として， 自主的避難等対象者である原告

らについて，被告東京電力が公表 している精神的損害等の賠償額を超えて，

本件事故 と相当因果関係を有する精神的損害等が生 皐じているとの原告 らの

主張はいずれも失当である。

なお，原告 らは，一部 の原告の自宅の放射線量を指摘 し，環境省のいう

建物の遮へい効果の想定にっいて論難 しているが，屋内の遮へい効果につ

いては，住宅建材による遮へい効果が確認 されているところであるから（丙

A155の16頁 ） ，かかる主張 も失 当で ある。

工 道路の除染について

原告 らは，道路については除去土壌の現場保管ができず，仮置場確保に

も難航 しているため，除染の進捗状況が遅 くなっていると主張する （原告

ら準備書面 （42） の12～13頁 ）。

しか しなが ら，平成29年2月 末臨 点にお ける道 路の除染 の進捗状況を

みると，除染発注数 とほぼ同数について除染が実施 されているか，あるい

は調査にて終了 しているため （乙A99） ，除染 作業 の必 要がない と判断

されたものが多数 を占めてお り，現場保管等ができずに除染の進捗状況が

遅 くなっている状況にはない。

オ 仮置場の確保の難航と現場保管の横行に関する原告 らの主張について

原告らは，仮置場の確保が難航 してお り，また，現場保管が圧倒的な数
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で増えていることか ら，住宅等の敷地等か ら出た除去土壌等の現場保管を

余儀な くされている状況にあ り，また，現場保管での管理 も極 めて不十分

な管理であって，放射性物質を住宅等の側の除染箇所に放置 しているのに

等 しいと主張する （原告 ら準備書面 （42） の7～9頁 ，13～16頁 ）。

しか しなが ら，以下の とお り，仮置場での保管や現場保管による管理は，

安全が確保 されるような措置が とられている。

なお，原告 らは，学校施設に除去土壌等が現場保管 されていると主張す

るが，平成28年 度 以降，学校施設 に現場保管 されている除染土壌等は搬

出作業が実施 されている （乙A100） 。

〈

（ア）仮置場での保管

除染等の工事によって取 り除いた土壌，汚泥，草木等にっいては，フ

レキシブル コンテナや大型土のう等に詰めた上で，市町村の協力を得て

決定した場所 （仮置場）の保管で3年 程 度一時的 に保 管す るこ とが予定

されている。

この仮置揚では，汚染土壌等 を詰めたフレキシブル コンテナ等は，水

を通 さない層 （防水シー ト）の上に置かれ，その上部を防水シー ト等で

覆 うことにより，土壌等の飛散 ・流出を防 ぐとともに，雨水等の流入 と

地下水の汚染を防止するものとされている。また，フレキシブルコンテ

ナ等は，汚染 されていない山砂等を入れた遮徹土の うで囲む等の方法に

よって放射線が遮 られ （厚 さ30セ ンチメー トル の土 で覆 うと，約98

パーセン トの放射線 を遮蔽す るこ とができるとされている。乙A103

の4頁 ） ， これ らの安全対策 を通 じて，保管場所の敷地境界での放射線

量を周辺 と同程度 まで下げるものとされている。

さらに，仮置揚は，居住地域からの距離を十分に確保 した上で，柵等

を設置 し，人が誤って仮置場に近づかないような対策が講 じられる。
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仮置場の設置後は，定期的に敷地境界での空間線量率や地下水の放射

性物質濃度の測定が行われ，異常が発見された揚合 には原因を究明の上，

速やかに補修等の対策が講 じられるものとされている。

汚染土壌等は，このよ うに仮置場で3年 程度安全 に保管 された後 ，中

間貯蔵施設 に搬入 されて，減容化等が行 われた上で，安全に保管され，

30年 以内に県外 の最終処分施設へ搬出 される予定である。また，仮置

場の跡地においては，汚染が残っていないことが確認 される。 似 上，

乙AlO／ ～103）

司

（イ）除染現揚での保管

除染により生 じた汚染土壌等について，仮置場等の搬出先が決まるま

での間，一時的に除染現場での保管が行われることがあ り （現場保管），

このような場合にも，以下のとお りの安全確保のための措置が講 じられ

るものとされている （乙A104＞ 。

・ 取 り除いた 土等 をフ レキシブルコンテナ等の容器に入れる。

・ フレキシプルコンテナ等を置く場所を整え，防水シー ト等を敷いて

現揚保管場所を準備する。

・ フレキシブル コンテナ等を現場保管場所に設置 し，土で覆 うなどの

遮蔽措置を採った り，遮水シー トで覆ってシー トの端 を留めるなど

の措置を採 り （ただ し，フレキシプルコンテナ等の容器に防水性が

ある場合は防水シー トを使用 しない ことがある。），空間線量率を

測定 して安全の確認を行 う。

・ 仮置場等の搬出先が決まった場合には，搬出し，現場を元の状態に

戻す。

また，すでに述べた とお り，原子力損害は 「放射線 の作用による損害」
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をいうものであり，本件事故由来の放射性物質か ら放出される放射線によ

って原告 らの健康等にいかなる危険が生 じてお り，これに基づ く相当因果

関係のある損害が認め られるか どうかが，本件訴訟の争点 となるところ，

いわき市の空間放射線量の推移や追加被ばく線量の状況等は前述の とおり

であ り，原告 らの健康に影響 を及ぼす程度のものではなく，いわき市内に

おいてはほとん どの住民は避難せず，現に広 く社会活動が行われている。

この点に関連する裁判例 として，産業廃棄物による土壌汚染等による人

格権侵害に基づ く慰謝料請求権の有無が問題 となった岡山地方裁判所平成

14年1月15日 判決 （裁判所ホー ムペ ー ジ所収）においては，以下のと

お り説示されている。 、 ，

「原告 らは，被告Aが 本件土地 内に産業廃棄物 （焼却灰を含む。）を大

量に堆積す ることによって，重金属類や腐敗性有機物による土壌汚染及び

水質汚濁を引き起 こし，原告 らの居住集落における生活環境を悪化 させた

ものであ り，原告 らの快適な生活 を営む ことを内容 とす る人格権を侵害す

る不法行為が成立す る旨主張するところ，有害物質等の排出による土壌，

地上水 ・地下水，大気 の汚染による生活環境の侵害を内容する不法行為の

成否については，単に汚染原因物質の排 出が法令に定める行政規制に違反

するとい うだけでは足 りず，当該規制違反行為の態様，これ によって侵害

を受ける権利その他の法的利益の性質及び内容，その侵害の程度，とりわ

け，侵害行為の開始 とその後の継続の経過及び状況，その間に採 られた被

害防止 に関する措置の有無及びその内容，効果等錯般の事情を総合的に考

察 して，権利その他の法的利益が侵害 されているといえるか否か，これが

肯定 されるとしても，当該被害が一般社会生活上受忍すべき限度を超えて

いるといえるか否かを判断することが必要であ り （なお，最高裁判所平成

元年 （オ）第 ユ682号 平成6年3月24目 第1小 法廷判決 ・判例時報15

01号96頁 参照）， この見地か ら，前記 ・、z蒜 の 立 を “るため
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に は 。、告 らの生 空Bに お1る 当該 有害 物 に よ る※ の’7等 か ら

て本件土地における汚染原因物 の排出が原告 らに対 しsに 何らかの健康

’thを 与 え て い る か そ ’で な い と して 生 活U
fiet±9Xの、t「 な 悪 化 を も た

司

らしているためLltら にお いて健康被 害を受 ける危 険が” し迫つている’

一 である。」 と説示 している （下線部は被

告東京電力代理人による。）。

このよ うな裁判例の判断枠組みからしても，本件訴訟 において原告 らが

主張する除去土壌等に起因する慰謝料請求の成否に当たっては，単に土壌

中に放射性物質が存在するとい うことだけでは足 りず，それによって，原

告 らの健康 に対 して何 らかの具体的な健康被害を生 じさせているか又はそ

のようなおそれが生 じてお り，差 し迫つた危険が生 じていると認 められる

か どうか，とい う点が問題 となるとい うべきである。

そ して，この観点からは，結局のところ，放射性物質の存在それ 自体で

はなく，それ によって人体にどのような健康影響が生ず るかとい う点を評

価する尺度 となる空間放射線量 （マイクUシ ーベル ト）の実情 に基 づいて，

住民に対する健康被害の危険が評価判断 されなければならないのであり，

そして，この点については，繰 り返 し述べているとお り，いわき市内にお

いては土壌 中の放射性物質その他に起因する空間放射線量が年間20ミ リ

シーベル トを大 き く下回っているだけでなく，概ね年 間1ミ リシーペル ト

又は これ す ら下回っているとい う実情にあり， これは健康上問題 となるも

のではない水準であ り，いわき市内の住民に対する具体的な権利侵害を生

ぜ しめるものでもない。

4小 括

以上 の とお り， いわき市において，原告 らの法的に保護 された権利利益が具

体的に侵害 されている状況にはなく，被告東京電力が公表 している精神的損害
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の賠償金額を超える慰謝料請求は認められない。

第4原 告 ら準備書面 （43） に対す る反論

〈

1は じめに

原 告 らは，原告 ら準備 書面 （43） において，いわ き市民におけ る放射性 ヨ

ウ素による被ば くの実態及び甲状腺がんの現状を踏まえて，いわき市民が相当

量の甲状腺被ば くを受けた可能性が否定できず，放射線の影響が徐々に甲状腺

に出始めているかもしれない と解釈できて しま う県民健康調査のデータが存在

するなどとして，原告 らが抱 く不安が合理的なものであると主張する。

しか しなが ら，以下のとお り，原告 らの主張は具体的な根拠を欠 くものであ

り，原告 らが主張する放射線被ばく等に対する漠然 とした不安は，その法的な

権利利益に対する具体的な危険に対す るものであるとは評価 し得ない。

以下において詳述する。

2原 告 らの主張 に対す る反論

（1） 福 島県及びいわ き市 におけ る甲状腺検査等について

原告 らは，実際に行われた被災住民の被ばく調査 は，遅すぎかつ少なすぎ

るものであったな どと主張す る （原告 ら準備書面 （43） の5～6頁 ）。

しか しなが ら，被 告東京電力準備書面 （8）28頁 以下で詳 述 した とお り，

本件事故 による福島県内の被ばく状況については，以下のとお り，適切な調

査がなされている。

ア まず，外部被ばくについて，福島県が実施 している 「県民健康管理調査」

の先行調査地域 （川俣町 （山木屋地区），浪江町，飯舘村）の住民のうち，

1589名 （放射線業務従事者 を除 く。）の事故後4ヶ 月 間の累積外部被 ば
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く線 量 を実 際 の行 動 記 録 に基 づ き推 計 され ，1ミ リシーベ ル ト未満 が99

8名 （62．8％ ），5ミ リシー ベ ル ト未 満 が 累 計 で1547名 （97．4％ ），

10ミ リシー ベ ル ト未 満 が 累計 で1585名 （99．7％ ），10ミ リシー一

ベ ル ト超 は4名 で， 最 大 は14．5ミ リシーベ ル ト （1名 ） とな って い る

（乙A37の ユ4頁 ）。

また ， 同調 査 の全 県 調 査 で は ，全 県 民 の うち46万0408人 （放射 線

業 務 従 事経 験 者 を除 く。） の推 計 結果 は，県 北 ・県 中地 区 で は90％ 以上 が

2ミ リシー ベ ル ト未 満 とな り，県 南 地 区で は約91％ ， 会津 ・南 会 津 地 区

で は99％ 以上 ，相 双 地 区 では約780／e， い わ き地 区で は99％ 以上 が1

ミ リシーベ ル ト未 満 とな って お り，上 記 の先 行調 査 と同様 の結 果 で あ った

（乙A48） 。

＜ イ 次に，内部被ば くについて，福島県が行っているホールボデ ィカウンタ

ー｝こよる瀧 では
， 日608人Qう ちセシ ウム134ぴ セシ 『ム1 ．37

による預託実効線量く体内に放射性物質を摂取後の内部被ぼくの実効線量）

が1ミ リシー ベル ト以 下 の方 が99．7％ を 占め，1ミ リシ ーベ ル ト以上

の方 はOi30／o， 最 大 で も3．5ミ リシー ベ ル ト未 満 とな っ て い る （乙A

37の14頁 ）。

な お， 福 島 県 が 平成23年6月27日 か ら平 成25年12月31日 ま で

に行 った ホ ール ボデ ィカ ウン ター に よ る内部 被 ば く検 査 で は，1ミ リシー

ベ ル ト未満 の方 が99．9％ を 占 めて お り，全 員 ，健 康 に害 が及 ぶ 数値 で

は な か った と され て い る ’（乙A49） 。

ウ このように，「県民健康管理調査」や内部被ばく調査等は適切 になされて

お り，原告 らの主張には理由がない
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（2） いわき市におけ るヨウ素131の 検 出状況について

原告 らは，茨城県東海村の 日本原子力研究開発機構における大気中ヨウ素

131の 濃度測定の結果 を指摘 し，仮 に2～3倍 程度の不確実性 を考慮す る

と，呼吸による甲状腺被ばく量のヨウ素131の 寄与がi数mSvか ら40m

Sv程 度 であった と推 定 され る，また，食品摂取においてもヨウ素131に

ついて相 当量 の甲状腺被 ば くを否定できな いなどと主張する （原告 ら準備書

面 （43） の5～7頁 ）。

しか しなが ら，原告 らの主張は，いわき市内における具体的な大気中ヨウ

素の濃度や食晶摂取における具体的な要棄131に よる被 ば くについて言及

す る ものではなく，客観的根拠 を伴わない主張である。

む しろ，いわき市においては，例えば，広報いわき平成23年4月18日

臨時号 （平成23年4月18日 発行。 乙C3ユ の1） では，「原子力災害現地

対策 本部が実施 している飲料水モニタリング検査の結果は，4月11日 現在 ，

市内9箇 所 で採水 した水道水の全 てで放射性 ヨウ素，放射性セシウムは検出

されていません。これ らめ測定結果から，本市の水道水は，1歳 来満 の乳児

を含 めた全 ての方 に飲んでいただいても問題あ りません。なお，飲料水のモ

ニタ リング検査は，福島県いわき合同庁舎と上野原浄水揚では毎 日，市内7

箇所 の浄水場で は2日 ごとに実施 しています。」 と説明 されてお り，平成2

3年4月11日 時点でいわき市 内9箇 所 で採水 した水道水 の全 てで放射性ヨ

ウ素が検出されていないことが周知 されている。また，それ以降も，いわき

市は， ヨウ素の検出状況にっいて説明を続け，繰 り返 し，健康に影響を与え

るものではないことを周知 している （被告東京電力準備書面 （ユ3）12頁

以下 を参照）。

また，原告 らが，食品摂取において放射性物質を体内に取 り込み，内部被

ばくして しま うのではないかとい う不安を抱えているとの主張にっいては，

本件事故後において，福島県内で流通 している食品の安全性は確保 されてお
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り，かっそのことは厚生労働省や地方 自治体等によって広 く周知 されている

実情にあるか ら （詳細は被告東京電力準備書面 （17）9頁 以下を参照），

か か る事情の下において，原告 らが福島県内で流通 している食品の安全性に

対する不安を仮に抱いていた としても，合理的 ・科学的な根拠に基づ くもの

とはい うことができず，かかる不安 をもって，原告 らの法的な権利侵害に当

たるとい うこともできない。

なお，放射線の健康影響に関する国際的な科学的知見の内容の報道，周知

の状況にっいては，被告準備書面 （8）31頁 以下 の 「第6放 射線の健康

影 響 に関す る科学的知見に閲す る報道 ・周知の状況」において整理 して主張

した とお りである。

〈

（3） 甲状腺 に関す る県民健康調査 の報告による放射線 の影響の懸念について

原告 らは，いわき市における県民健康調査の結果について，いわき市にお

いて，児童の甲状腺の結節やの う胞が成長 しているとみることも不可能では

ない，いわき市民からすれぱ，放射 性ヨウ素被ば くによ’り徐々に申状腺へ影

響がでてきていると考えた としてもやむを得ないな どと主張する （原告 ら準

備書面 （43） の7～9頁 ）。

しか しなが ら，被告東京 電力準備書面 （8） の28頁 以下において述べた

とお り，福 島県が実施 した外部被ばくに係 る 「県民健康管理調査」の全県調

査においては，いわき地区では，99パ ーセン ト以上が1ミ リシーベル ト未

満 となってお り ．（乙A48） ， また，福 島県が実施 した ホールボディカウン

ターによる内部被ばくの調査結果においても，1ミ リシーペル ト未満の方 が

99、9パ ーセ ン トを占めていた との ことであるか ら （乙A49） ，原告 ら

が本件事故後 にいわき市内に滞在 した場合に現実に被つた被ぱく量は年間2

0ミ リシーベル トの基準 を大 き く下回るものであった と考えられる。また，

県民健康管理調査における甲状腺検査において，嚢胞，結節，がんの発見率
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の増加が認 められるが，高い検出効率によるもの と見込まれ，本件事故の影

響を受けていない地域において同様の手法を用いて検査を行った結果からは，

福島県の子 どもの間で見つかっている発見率の増加については，放射線 の影

響 とは考えにくいと示唆 されているところである （乙A50） 。

したがって，原告 らが主張す る放射線被ぼく等に対する漠然 とした不安に

ついては，低線量被ば くに関する国際的にも合意 された科学的知見やその周

知の状況，いわき市内の空間放射線量率が低いものであること，被告東京電

力準備書面 （14） の2～8頁 で述べ た とお り，いわ き市内の社会活動が本

件事故以前 と同様に営まれている実情にあること等に照 らしても，原告らの

法的な権利利益に対する具体的な危険に対するものであるとは評価 し得ない

ものである。

以 上
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